第1版

技術検証事業者指定申請書（新規申請）

	申請年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	申請法人名
	



SCS評価制度　制度運営機関　御中

SCS評価制度に基づく技術検証事業者の指定の申請を行います。添付資料を併せて提出します。
申請者の基本情報
	申請区分[footnoteRef:1] [1:  評価機関が自ら技術検証を行う場合（評価機関が自ら実施）は、評価機関の指定申請と同時に本申請を行ってください。この場合、評価機関の指定は技術検証事業者の指定と同時に行われます。「評価機関の指定と併せて申請（評価機関が自ら実施）」を選択した場合は、評価機関指定申請書の提出年月日を記入してください。] 

	☐	新規
☐	評価機関の指定と併せて申請（評価機関が自ら実施）
（評価機関指定申請書の提出年月日：　　　　　年　　月　　日）

	法人名（登記上の正式商号）[footnoteRef:2] [2:  法人の実在性は添付資料「登記事項証明書（履歴事項全部証明書）」により確認します。事業内容は本様式及び様式第3号の記載並びに必要に応じて追加資料により確認します。] 

	

	法人番号（13桁）
	

	法人所在地
（登記上の本店の所在地）
	〒
住所：

	代表者
	役職
	

	
	氏名
	

	ウェブサイトURL
	

	技術検証を行う部門名称
	

	★4技術検証責任者
	所属
	

	
	役職
	

	
	氏名
	

	連絡担当者
（制度運営機関との連絡先）
	所属
	

	
	役職
	

	
	氏名
	

	
	住所
	〒

	
	電話
	

	
	メール
	

	委託元評価機関[footnoteRef:3] [3:  判明している場合に、名称及び指定番号を記入してください。申請時点で未定の場合は「申請時点で未定」を選択してください。] 

	☐	申請時点で調整済み
名称：
指定番号：
☐	申請時点で未定

	
	☐	自ら実施（申請者自身が評価機関の指定を受け、又は同時に申請しており、自ら技術検証を行う）


添付資料[footnoteRef:4][footnoteRef:5] [4:  本表は、申請時に提出する添付書類のチェックリストを兼ねます。提出する資料の確認欄にチェックしてください。]  [5:  提出書類に不備がある場合は補正を求めます。また、申請料の納付があるまでは審査を行いません。申請料を請求した日から1か月を経過しても納付がないときは、審査を中止することがあります。] 

	確認
	資料の名称
	提出条件

	☐
	1. 本申請書（様式第1号）
	必須

	☐
	2. 宣誓書（様式第2号）
	必須

	☐
	3. 技術検証実施体制に関する情報（様式第3号）
	必須

	☐
	4. 登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
	必須

	☐
	5. 定款その他、法人の一部の組織が技術検証に係る業務を行う場合において当該法人が当該業務に責任を負うことを明確にした文書
	必須

	☐
	6. サービスリストの写し[footnoteRef:6] [6:  「サービスリスト」とは、経済産業省が策定した情報セキュリティサービス基準への適合性について審査登録機関の審査を受けた者を掲載する情報セキュリティサービス基準適合サービスリストをいいます。サービス登録番号及び有効期限が確認できるものを提出してください。] 

	掲載済の場合：必須

	☐
	7. 代替確認書類
	未掲載の場合：必須

	☐
	8. 内部規程（技術検証事業者指定基準2.13①各号に掲げる事項を定めたもの）
	必須

	☐
	9. 内部規程・文書対照表（様式任意）
	任意（提出がない場合は、追加資料の提出を求めることがあります）

	☐
	10. 品質管理マニュアル
	必須

	☐
	11. 公平性の確保に関する規程[footnoteRef:7] [7:  原本のスキャンデータの提出が望ましいものとします。オンラインで資格の有効性を確認できる場合は、その確認方法を付記してください。] 

	必須

	☐
	12. 情報保護（顧客情報保護手続）に関する手続書
	必須

	☐
	13. 技術検証の実施手順書
	必須

	☐
	14. 技術検証に関わる要員の責任及び権限を示す組織構造を文書化したもの
	必須

	☐
	15. 技術検証実施記録及び診断データの管理（保管期間、消去の手続及びその記録の作成）に関する文書
	必須

	☐
	16. 内部監査及びマネジメントレビューに関する手続を定めた文書
	必須（内部規程に含めて定めている場合は、内部規程の該当箇所を示すことで足ります。）

	☐
	17. 内部監査及びマネジメントレビューの直近の記録
	既に実施している場合：必須

	☐
	18. 資格証・修了証の写し等（様式第3号の記名者に係るもの）
	必須（様式第3号において「2026年度中に受講予定」を選択した者に係る修了証を除く。）

	☐
	19. 外部委託に関する資料（技術検証の項目ごとの実施形態（自ら実施／委託）、委託先、委託範囲及び責任分界を記載したもの）
	外部委託する場合：必須







宣誓書

SCS評価制度　制度運営機関　御中

当法人は、SCS評価制度に基づく技術検証事業者の指定申請に当たり、以下の各事項[footnoteRef:8]について相違ないことを宣誓します。 [8:  各事項の内容を確認の上、それぞれの確認欄にチェックしてください。「記入不要」とされている事項及び申請者に該当しない事項を除き、チェックのない事項がある場合は、申請書類の不備として差戻しの対象となります。なお、本宣誓書の内容に虚偽があった場合は、指定の拒否又は取消しの事由となることがあります。] 


	法人要件及び法的責任

	☐
	当法人は、技術検証を的確に実施する能力を有します。

	☐
	技術検証の委託の受任から技術検証結果報告書の交付に至る一連の業務に法的責任を負います。

	反社会的勢力[footnoteRef:9]への非該当及び便益供与の不存在 [9:  「反社会的勢力」とは、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに準ずる者をいいます。] 


	☐
	当法人並びに当法人の役員及び技術検証に係る業務に従事する者は、反社会的勢力に該当しません。

	☐
	反社会的勢力に対する便益の供与その他これに類する行為を行っておらず、将来にわたっても行いません。

	欠格事由の非該当

	☐
	当法人の役員のうちに、次の各号のいずれかに該当する者はいません。
1 拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
2 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に基づき指定暴力団又は指定暴力団連合に指定された暴力団の構成員である者

	調査の受入れ及び是正措置への対応

	☐
	制度運営機関が行う調査[footnoteRef:10]を受け入れ、その求めに応じて、必要な資料を提出します。ただし、提出する資料に診断データを含めません。 [10:  制度運営機関が行う調査には、定期サーベイランス及び臨時サーベイランスを含みます。] 


	☐
	必要に応じて、期限内に是正措置を講じ、是正措置に係る情報を提供します。

	☐
	調査に応じないこと、虚偽の報告をすること又は是正措置を講じないことは、指定の取消しの対象となり得ることを理解しています。

	監督及び要員の確保

	☐
	組織内に、品質管理の総括的な責任を有する品質管理者を置き、継続的に品質マネジメントの改善に努めます。

	☐
	技術検証実施に必要な専門的な知見及び能力を有する者を確保します。また、★4技術検証従事者に技術検証の判断を単独で行わせません。

	☐
	様式第3号で「2026年度中に受講予定」とした者は、研修の提供開始後遅滞なく受講させ、修了後速やかに修了番号を制度運営機関に届け出ます。修了までの間、技術検証の判断に従事させません。

	基準及び手順の遵守

	☐
	技術検証事業者指定基準及び技術検証事業者指定手順を遵守します。指定の取消し、指定の辞退又は指定の有効期間の満了により指定の効力が失われた場合は、進行中の技術検証に係る業務の取扱い、秘密情報の取扱い及び診断データの消去を行います。

	☐
	技術検証事業者指定基準に従い、指定後の変更事由（サービスリスト掲載状況の変更、要員体制の不備等）に係る届出・報告及び必要な措置（業務停止を含む。）並びに利害関係者への必要情報の維持・更新及び提供を適切に行います。

	秘密保持

	☐
	技術検証に係る業務を通じて得られた又は生じた情報を保護するための手続を運用します。

	☐
	当該情報のうち、★4登録希望組織又は委託元評価機関が公開し、又は公開に同意している情報を除き、正当な理由又は同組織の同意なしに開示しません。
技術検証の記録は、法令に基づく開示の請求又は権限ある機関の命令による場合を除き開示しません。

	☐
	情報を保護するための手続について、当該案件の担当者以外による監査（内部監査又は外部監査）を年1回以上実施します。

	☐
	診断データを技術検証結果報告書及び技術検証実施記録に含めません。

	☐
	診断データは、技術検証結果報告書の交付の日から3か月（技術検証事業者指定基準4.2④ただし書により保有を継続する場合は、同ただし書に定める期間）を超えて保有せず、当該期間の経過後は遅滞なく消去し、その対象、方法及び実施日を記録します。

	☐
	診断データは、法令に基づく開示の請求又は裁判所その他の権限のある機関の命令による場合を除き、第三者に開示しません。ただし、委託元評価機関及び★4登録希望組織の同意に基づき当該★4登録希望組織に提供する場合は、提供の日時、相手方、提供した範囲及び同意を確認した方法を記録します。

	☐
	秘密情報の漏えいその他個人の権利利益の侵害が発生したときは、速やかに本人及び制度運営機関に報告します。

	外部委託の責任

	☐
	外部委託を行う場合は、外部委託を受けた者に技術検証事業者指定基準2.7、2.8、2.11並びに4.2④から⑥までに規定する事項を遵守させ、当該外部委託に係る責任のすべてを負います。

	☐
	委託元評価機関の書面による事前の承諾を得た場合を除き、技術検証に係る業務を第三者に外部委託しません。また、技術検証の判定に直接関与する業務は外部委託しません。

	内部規程の運用及び記録の保管

	☐
	内部規程を運用し、技術検証事業者指定基準に定める文書を整備し、維持します。

	☐
	技術検証に係る記録を、技術検証結果報告書を交付した日から3年間、正確かつ秘密が保たれた状態で保管します。

	異議の申出、苦情への対応

	☐
	委託元評価機関及び★4登録希望組織その他の者からの異議の申出、苦情及び紛争について適切に処理し、技術検証事業者指定基準に定める対応を行います。



【署名・押印[footnoteRef:11]】 [11:  電磁的方法により提出する場合は、代表者名義の電子署名その他これに準ずる措置によることができます。] 

	宣誓年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	申請法人名
	

	代表者の役職・氏名
	
	印






技術検証実施体制に関する情報

	申請法人名
	


0. SCS評価制度技術検証業務に従事する人員数[footnoteRef:12] [12:  品質管理者及び情報保護管理者が他の役割と兼務する場合は、合計欄には実人員数を記入してください。] 

	
	雇用している人員数（人）
	外部委託の人員数（人）

	★4技術検証責任者[footnoteRef:13] [13:  ★4技術検証責任者は1名以上必要です。★4技術検証責任者は技術検証事業者が雇用する者でなければなりません。★4技術検証責任者が複数在籍する場合は、技術検証の一貫性を確保するため、判断のばらつきを把握し、必要に応じて是正するための手続を内部規程に定めてください。] 

	
	

	★4技術検証従事者[footnoteRef:14] [14:  ★4技術検証従事者の配置は任意です。配置しない場合は記入を要しません。] 

	
	

	品質管理者[footnoteRef:15] [15:  品質管理者は専属である必要はありません。] 

	
	

	情報保護管理者[footnoteRef:16] [16:  情報保護管理者は専属である必要はありません。] 

	
	

	合計
	
	


専門性要件
	区分
	要件の内容[footnoteRef:17] [17:  ★4技術検証責任者は、専門性要件に加え、★4技術検証ガイドに定める技術検証を適切に実施するために必要な知識及び実務能力を有していなければなりません。] 

	該当する人員数（人）

	a
	情報セキュリティサービスにおける技術及び品質確保に資する取組の例示1-2-1に定める資格又は同等のものを有する。
	

	b
	情報セキュリティサービスにおける技術及び品質確保に資する取組の例示2-1に定める専門家コミュニティ又は同等のものにおける講師若しくはリーダーの経験、又は高等教育機関における脆弱性診断の技術を対象とする講師経験を有する。
	

	c
	申請日（更新申請の場合にあっては更新申請日）から起算して過去3年以内に合計5件以上の脆弱性診断の実績を有する。[footnoteRef:18] [18:  契約件数によるものとし、包括的な契約は1年間分で1件とみなします。] 

	

	d
	情報セキュリティサービスにおける技術及び品質確保に資する取組の例示3-1に定める研修又は同等のものを修了している。
	

	合計
	





0. 技術検証実施体制[footnoteRef:19] [19:  体制に含まれる人員の資格及び研修修了状況は、添付資料「資格証・修了証の写し等」により確認します。氏名は添付資料の記載と一致するように記入してください。記入欄が不足する場合は、必要に応じて行を追加又は別表等を付けてください。] 

★4技術検証責任者
	氏名
	所属・役職
	雇用形態[footnoteRef:20] [20:  正規雇用、有期雇用等の別を記入してください。] 

	該当する専門性要件[footnoteRef:21] [21:  区分は、技術検証事業者指定基準3.1①(ア)a〜dに対応します。a、b、c又はdのいずれか1つ以上に該当することが必要です。該当するものすべてにチェックしてください。「c」を選択した場合は、本様式の「専門性要件c（実績）の内訳」表に記入してください。「a」「b」又は「d」について「同等のもの」に該当することを主張する場合は、同等性を疎明する資料（資格の認定基準、講師実績を示す資料、研修のカリキュラム等）を添付してください。] 

	研修の受講状況[footnoteRef:22] [22:  IPAが提供する研修の提供開始前に申請する場合に限り、「2026年度中に受講予定」を選択できます。経過措置を選択した場合、研修が提供され次第、遅滞なく受講させ、研修を修了したことを制度運営機関に届け出てください。修了までの間、当該者を技術検証の判断に従事させることはできません。IPAが提供する研修の修了は、サービスリストに掲載済の場合も省略できません。] 


	
	
	
	☐	a
☐	b
☐	c
（過去3年実績件数：　　　件）
☐	d
	☐	修了
☐	2026年度中に受講予定



★4技術検証従事者
	氏名
	所属・役職
	雇用形態
	研修の受講状況

	
	
	
	☐	修了
☐	2026年度中に受講予定



品質管理者
	氏名
	所属・役職
	雇用形態

	
	
	



情報保護管理者
	氏名
	所属・役職
	雇用形態

	
	
	



技術検証の品質確保・情報提供に関する体制
	項目
	記載欄

	技術検証に従事する者に対する教育・研修
	☐例示7-2に定める教育及び研修等を受講させている
同等のものを実施又は受講させている

	★4技術検証責任者の在籍数
	　　名（2名以上の場合 →☐	判断のばらつきを把握し是正する手続を内部規程に定めている）




0. 申請に係る脆弱性診断サービス及び対象範囲[footnoteRef:23] [23:  本制度における技術検証として実施するのは、脆弱性診断に係る範囲に限ります。サービスリストの掲載区分としてペネトレーションテスト（侵入試験）サービスを含む場合があります。] 

	サービスの名称[footnoteRef:24] [24:  ホームページ等に明示されている名称を正確に記入してください。総称的なサービス名称の場合は、脆弱性診断が当該サービスに含まれることが確認できる資料（サービス説明ページ等）のURL又は写しを併せて示してください。] 

	

	掲載ホームページのURL[footnoteRef:25] [25:  サービスの実在性が確認できるページのURLを記入してください。] 

	

	技術検証サービスの種別
	☐	脆弱性診断サービス

	対象範囲[footnoteRef:26] [26:  該当するものすべてにチェックしてください。技術検証事業者が行うのは、★4要求事項・評価基準のうち技術検証の対象として定められた事項に係る脆弱性診断に限ります。技術検証の対象、実施項目、実施手順及び判定基準は、★4技術検証ガイドの定めるところによります。] 

	☐	Webアプリケーション脆弱性診断
☐	プラットフォーム脆弱性診断
☐	スマートフォン／タブレット端末アプリケーション脆弱性診断
☐	その他ソフトウェア、システムの脆弱性対策を目的とした診断又はテスト
（内容：　　　　　　　　　　　）


0. 情報セキュリティサービス基準適合サービスリストの掲載状況[footnoteRef:27][footnoteRef:28] [27:  いずれか1つを選択し、概要欄に必要事項を記入してください。]  [28:  掲載済の場合は、技術検証事業者指定基準2.3.4①の定めに従い、掲載により担保されている範囲について確認を簡素化することがあります。未掲載の場合は、同基準2.3.4②各号に掲げる事項について、代替確認書類により確認します。ただし、同基準2.3.4③に掲げる要件（★4技術検証責任者の雇用及び配置、IPAが提供する研修の受講並びに顧客の情報を保護するための手続の設置及び運用）については、掲載の有無にかかわらず確認します。] 

	掲載状況（選択）
	記載項目
	概要

	☐	掲載済[footnoteRef:29] [29:  サービスリストの脆弱性診断サービス区分又はペネトレーションテスト（侵入試験）サービス区分に掲載されている場合をいいます。申請日時点及び指定の決定時において有効に掲載されていることが必要です。有効期限が申請日を過ぎている場合は「未掲載」を選択してください。] 

	サービス区分[footnoteRef:30] [30:  サービス区分については、いずれか1つを選択してください。] 

	☐	脆弱性診断サービス
☐	ペネトレーションテスト（侵入試験）サービス	

	
	サービス登録番号
	

	
	有効期限
	　　　　年　　月　　日

	
	添付資料
	☐	添付資料「サービスリストの写し」を提出している

	☐	未掲載[footnoteRef:31] [31:  サービスリストを利用しない場合又は掲載が確認されない場合をいいます。この場合は、申請時に添付資料「代替確認書類」を提出してください。提出すべき資料は、技術検証事業者指定基準2.3.4②各号に掲げる事項に対応するものとして、技術検証事業者指定手順2.2.4に定めるとおりです。提出後に制度運営機関から追加の資料を求められた場合は、求められた日から原則30日以内に提出してください。書類のみで判定が困難な場合は、ヒアリング審査又は現地確認により追加確認を行うことがあります。] 

	添付資料
	☐	添付資料「代替確認書類」を提出している






0. 外部委託の実施形態[footnoteRef:32] [32:  いずれか1つを選択し、概要欄に必要事項を記入してください。外部委託を行う場合は、委託元評価機関の書面による事前の承諾が必要です（様式第2号の宣誓事項14）。] 

	実施形態（選択）
	記載項目
	概要

	☐	外部委託しない
	
	

	☐	外部委託する
	委託の範囲（記入必須）
	

	
	委託先の名称
	

	
	委託元評価機関の事前承諾
	☐	書面による事前の承諾を得ている
（承諾年月日：　　　　年　　月　　日）
☐	委託の開始前に書面による事前の承諾を得る

	
	委託契約の内容
	次に掲げる事項をすべて含む。
☐	委託の範囲
☐	責任分界
☐	秘密保持
☐	記録の保存及び委託元評価機関への提供
☐	診断データの保管、消去及び提供に関する事項
☐	技術検証の判定に直接関与する業務を委託の範囲に含めないこと

	
	添付資料
	☐	添付資料「外部委託に関する資料」を提出している



